
























































































































平成３１年度新規地区採択チェックリスト

（８－１）農村地域防災減災事業
（都道府県名：熊本県 ）（地区名：平原 ）

１．必須事項

項 目 評 価 の 内 容 判定

１．事業の必要性 ・農業生産性の向上、農業総生産の維持・増大、農業生
が明確であるこ 産の選択的拡大、農業構造の改善、農村生活環境の改 ○
と。 善等の観点から、当該事業を必要とすること。

（必要性）

２．技術的可能性 ・地形、地質、水利状況等からみて、当該事業の施行が
が確実であるこ 技術的に可能であること。 ○
と。

３．事業の効率性 ・当該事業の効用の発現が十分に見込まれ、すべての効
が十分見込まれ 用がそのすべての費用を償うこと。 ○
ること。

（効率性）

４．受益者負担の ・当該事業の費用に係る受益農家の負担が、農業経営の
可能性が十分で 状況からみて負担能力の限度を超えることとならない ○
あること。 こと。

（公平性）

５．環境との調和 ・当該事業が環境との調和に配慮したものであること。
に配慮している ○
こと。

６．事業の採択要 ・事業実施要綱・要領等に規定された事業内容、採択基
件を満たしてい 準の要件に適合していること。 ○
ること。

項目を満たしている場合は「○」とする。

項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。

項目４．において、受益者負担がない場合は判定を「－」とする。



平成３１年度新規地区採択チェックリスト

（８－１）農村地域防災減災事業
（都道府県名：熊本県 ）（地区名：平原 ）

２．優先配慮事項
【効率性・有効性】

評 価 項 目
評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

効率性 事業の経済性・効率性 ①事業費の経済性・効率性の確保 － ○ Ａ
②コスト縮減についての具体的配慮 ○

有効性 食 料 の 安 農業生産性の 土地生産性及び労働生産性の維持・向上 千円/ha 190 Ａ
定供給の 維持・向上 効果額（受益面積当たり） ･年

確保
産地収益力の 生産額（主食用米を除く）に占める高収 ％ 95 Ａ
向上 益作物の割合 1

農業の持 望ましい農業 担い手への農地利用集積率 ％ 52 Ａ
続的発展 構造の確立

農地の確保・ 耕地利用率、作付率の増加ポイント ％ 94 Ｂ
有効利用 0

農業生産基盤 災害防止効果額（農業） 千円/ha 633 Ａ
の保全・管理 （受益面積当たり） ･年

農村の振興 農村の生活環 災害防止効果額（一般資産＋公共資産） 千円/ha 612 Ａ
境の整備 （受益面積当たり） ･年

地域経済への 他産業への経済波及効果額 千円/ha 109 Ｂ
波及効果 （受益面積当たり） ･年

農業の高付加 農業の高付加価値化 － ○ Ａ
価値化 ○

多 面 的 機 地域の共同活 多面的機能支払交付金等の取組 － ○ Ａ
能の発揮 動

国土の保全 ソフト対策を活かした防災・減災力の強 － ○ Ａ
化



【事業の実施環境等】

評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 環境への 生態系 ①環境情報協議会等の意見を踏まえた生 ａ
実施環 配慮 態系配慮
境等 ②地域住民の参加や地域住民との合意形 － ａ Ａ

成への取組
③維持管理、費用負担及びモニタリング －

体制等の調整状況

景観 ①環境情報協議会等の意見を踏まえた景 ａ
観配慮

②地域住民の参加や地域住民との合意形 － ａ Ａ
成への取組

③維持管理、費用負担及びモニタリング －
体制等の調整状況

関係計画との連携 ①都道府県や市町村の農業振興計画等と ａ
本事業との整合性

②都道府県や市町村の国土強靱化地域 ａ
計画と本事業との整合性 － Ａ

③都道府県や市町村の地域防災計画等と ａ
本事業との整合性

④事業実施地区が公害防止計画区域、特 ｃ
殊土壌地域等の各種法令、条例等で地
域指定がなされていること。

関係機関との協議 ①河川管理者との協議(予備)の状況 － ａ Ａ
②その他着工前に重要な協議(予備)の状況 ａ

関連事業との調整 ①事業主体から概略構想(関連事業調書)
の提出 － － －

②共同事業(事業内容、事業費、アロケ
ーション等)の事前了解

地元合意 ①事業実施に対する受益農家の同意状況 ａ Ａ
②事業実施に対する関係市町村の同意状 － ａ

況

事業推進体制 ①事業推進協議会の設立 － ａ Ａ
②事業推進協議会から着工要望の提出 ａ

維持管理体制 ①予定管理者の同意 ａ Ａ
②維持管理方法と費用負担に関する予定 － ａ

管理者との合意



評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 営農推進体制・環境 ①営農部局との連携 － ｂ Ｂ
実施環 ②営農推進組織等(営農支援体制)の設立状況 ｂ
境等 ③農産物の流通・販売基盤の整備状況 ａ

緊急性 災害発生時の ①広範囲に影響を及ぼすこととなる機能 ○ Ｂ
影響 低下した土地改良施設が存在

②基幹土地改良施設やライフラインとの － ○
共用施設が存在

③防災上重要な施設の存在や災害発生時 －
の地域社会への影響

被害の発生頻度 過去10年間の被害発生頻度 － ほぼ Ａ
毎年

ストック効果の最大化 ストック効果の最大化に向けた事業の － 78 Ｂ
効率性・有効性等の確保



１．総費用総便益比の算定
（単位：千円）

２．年効果額の総括
（単位：千円）

出典：平原地区土地改良事業計画概要書（熊本県農林水産部農村計画課作成）

国産農産物安定供給効果 327
農業用排水施設整備の実施により農業生産性の向上
や営農条件等の改善が図られ、国産農産物の安定供
給に寄与する効果

災害防止効果（一般資産） 20,145
農業用排水施設整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での災害による一般資産に係る被害額が軽減
する効果

農業用排水施設整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での施設の維持管理費が増減する効果

事 業 名 農村地域防災減災事業 地　区　名
平原

営農経費節減効果 13,089

ひらばる

338,931

効果の要因

農業用排水施設整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合でのほ場管理作業等の営農経費が増減する効
果

維持管理費節減効果

計 91,709

効果項目 年効果額

△ 3,529

災害防止効果（農業関係資産） 40,297

費用対効果分析に関する説明資料

作物生産効果 2,571
農業用排水施設整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での作物生産量が増減する効果

⑥＝⑤÷① 1.19

備　　　　考数　　値算定式

①＝②＋③ 1,508,937

② 1,170,006

関連事業費＋資産価額＋再整備費

区　　　分

総費用（現在価値化）

その他費用

当該事業による費用

総費用総便益比

総便益額（現在価値化）

評価期間

農業用排水施設整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での災害による農業資産に係る被害額が軽減
する効果

1,806,339

災害防止効果（公共資産） 18,809
農業用排水施設整備を実施した場合と実施しなかっ
た場合での災害による公共資産に係る被害額が軽減
する効果

③

47年 当該事業の工事期間＋40年

⑤

④



１．地区の概要
（１）地 域 ：熊本県玉名郡長洲町

（２）受 益 面 積 ：64ha

（３）事 業 目 的 ：用排水施設整備　64ha

（４）主要工事計画 ：排水機場　１箇所（改修）

（５）県 営 事 業 費 ：1,510百万円

（６）工 期 ：平成31度～平成37年度

（７）関 連 事 業 ：なし

２．総費用総便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括 （単位：千円）

総費用（現在価値化）

当該事業による整備費用

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費）

評価期間（当該事業の工事期間＋40年）

総便益額（現在価値化）

総費用総便益比

（２）総費用の総括

（単位：千円）

評価期間 総費用

における予防保全
費 ⑥＝再整備
費

①＋②＋
③

② ③ ④ ⑤ ＋④－⑤

695,852 － 427,527 135,470 987,909

26,533 － － 587 33,895

447,621 － － 16,764 487,133

1,170,006 － 427,527 152,821 1,508,937

1,170,006 － 427,527 152,821 1,508,937

そ
の
他 計

合　計 64,225

当
該
事
業

排水機場（排水機） 0

排水機場（上屋） 7,949

排水機場（機場） 56,276

計 64,225

⑥＝⑤÷①

338,931

47年

1,806,339

1.19

③

⑤

数　　値

平原地区の事業の効用に関する説明資料

算　定　式

①＝②＋③ 1,508,937

区　　　　　　　分

② 1,170,006

④

区
分

施　設　名
（又は工種）

事業着工
時 点 の
資産価額

当　　該
事 業 費

関　　連
事 業 費

評価期間
終了時点

の
資産価額

①



（３）年総効果額の総括
（単位：千円）

区分

効果項目

作物生産効果

災害防止効果（農業関係資産）

維持管理費節減効果

営農経費節減効果

災害防止効果（公共資産）

その他の効果

△ 3,529
農業用排水施設整備を実施した場合と実施し
なかった場合での施設の維持管理費が増減す
る効果

91,709

18,809
農業用排水施設整備を実施した場合と実施し
なかった場合での災害による公共資産に係る
被害額が軽減する効果

20,145
農業用排水施設整備を実施した場合と実施し
なかった場合での災害による一般資産に係る
被害額が軽減する効果

災害防止効果（一般資産）

国産農作物安定供給効果 327
農業用排水施設整備の実施により農業生産性
の向上や営農条件等の改善が図られ、国産農
産物の安定供給に寄与する効果

合　　　計

年 総 効 果

（ 便 益 ） 額
効果の要因

2,571
農業用排水施設整備を実施した場合と実施し
なかった場合での作物生産量が増減する効果

農業用排水施設整備を実施した場合と実施し
なかった場合でのほ場管理作業等の営農経費
が増減する効果

13,089

多面的機能の発揮に関する効果

農村の振興に関する効果

農業の持続的発展に関する効果

食料の安定供給の確保に関する効果

40,297
農業用排水施設整備を実施した場合と実施し
なかった場合での災害による農業資産に係る
被害額が軽減する効果



（４）総便益額算出表－1

（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

0.04 ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 H30 1.0000 0 評価年

1 H31 1.0400 1 1,434 1,137 0.0 0 1,434 1,379

2 H32 1.0816 2 1,434 1,137 0.0 0 1,434 1,326

3 H33 1.1249 3 1,434 1,137 0.0 0 1,434 1,275

4 H34 1.1699 4 1,434 1,137 0.0 0 1,434 1,226

5 H35 1.2167 5 1,434 1,137 0.0 0 1,434 1,179

6 H36 1.2653 6 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 2,032

7 H37 1.3159 7 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,954

8 H38 1.3686 8 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,879

9 H39 1.4233 9 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,806

10 H40 1.4802 10 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,737

11 H41 1.5395 11 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,670

12 H42 1.6010 12 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,606

13 H43 1.6651 13 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,544

14 H44 1.7317 14 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,485

15 H45 1.8009 15 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,428

16 H46 1.8730 16 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,373

17 H47 1.9479 17 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,320

18 H48 2.0258 18 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,269

19 H49 2.1068 19 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,220

20 H50 2.1911 20 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,173

21 H51 2.2788 21 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,128

22 H52 2.3699 22 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,085

23 H53 2.4647 23 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,043

24 H54 2.5633 24 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 1,003

25 H55 2.6658 25 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 964

26 H56 2.7725 26 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 927

27 H57 2.8834 27 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 892

28 H58 2.9987 28 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 857

29 H59 3.1187 29 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 824

30 H60 3.2434 30 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 793

31 H61 3.3731 31 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 762

32 H62 3.5081 32 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 733

33 H63 3.6484 33 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 705

34 H64 3.7943 34 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 678

35 H65 3.9461 35 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 652

36 H66 4.1039 36 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 626

37 H67 4.2681 37 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 602

38 H68 4.4388 38 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 579

39 H69 4.6164 39 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 557

40 H70 4.8010 40 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 536

41 H71 4.9931 41 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 515

42 H72 5.1928 42 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 495

43 H73 5.4005 43 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 476

44 H74 5.6165 44 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 458

45 H75 5.8412 45 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 440

46 H76 6.0748 46 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 423

47 H77 6.3178 47 1,434 1,137 100.0 1,137 2,571 407

合計（総便益額） 49,041

※経過年は評価年からの年数。

評価
期間

年度

作物生産効果

新設及び機能向上分

に係る効果
(１＋割

引率)ｔ

経
過
年

計



（４）総便益額算出表－2

（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 H30 1.0000 0 評価年

1 H31 1.0400 1 10,655 2,434 0.0 0 10,655 10,245

2 H32 1.0816 2 10,655 2,434 0.0 0 10,655 9,851

3 H33 1.1249 3 10,655 2,434 0.0 0 10,655 9,472

4 H34 1.1699 4 10,655 2,434 0.0 0 10,655 9,108

5 H35 1.2167 5 10,655 2,434 0.0 0 10,655 8,757

6 H36 1.2653 6 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 10,345

7 H37 1.3159 7 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 9,947

8 H38 1.3686 8 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 9,564

9 H39 1.4233 9 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 9,196

10 H40 1.4802 10 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 8,843

11 H41 1.5395 11 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 8,502

12 H42 1.6010 12 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 8,176

13 H43 1.6651 13 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 7,861

14 H44 1.7317 14 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 7,558

15 H45 1.8009 15 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 7,268

16 H46 1.8730 16 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 6,988

17 H47 1.9479 17 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 6,720

18 H48 2.0258 18 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 6,461

19 H49 2.1068 19 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 6,213

20 H50 2.1911 20 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 5,974

21 H51 2.2788 21 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 5,744

22 H52 2.3699 22 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 5,523

23 H53 2.4647 23 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 5,311

24 H54 2.5633 24 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 5,106

25 H55 2.6658 25 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 4,910

26 H56 2.7725 26 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 4,721

27 H57 2.8834 27 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 4,539

28 H58 2.9987 28 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 4,365

29 H59 3.1187 29 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 4,197

30 H60 3.2434 30 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 4,036

31 H61 3.3731 31 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 3,880

32 H62 3.5081 32 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 3,731

33 H63 3.6484 33 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 3,588

34 H64 3.7943 34 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 3,450

35 H65 3.9461 35 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 3,317

36 H66 4.1039 36 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 3,189

37 H67 4.2681 37 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 3,067

38 H68 4.4388 38 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 2,949

39 H69 4.6164 39 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 2,835

40 H70 4.8010 40 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 2,726

41 H71 4.9931 41 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 2,621

42 H72 5.1928 42 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 2,521

43 H73 5.4005 43 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 2,424

44 H74 5.6165 44 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 2,330

45 H75 5.8412 45 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 2,241

46 H76 6.0748 46 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 2,155

47 H77 6.3178 47 10,655 2,434 100.0 2,434 13,089 2,072

合計（総便益額） 264,597

※経過年は評価年からの年数。

評価
期間

年度

経
過
年

営農経費節減効果

新設及び機能向上分
計

(１＋割

引率)ｔ

に係る効果



（４）総便益額算出表－3

（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 H30 1.0000 0 評価年

1 H31 1.0400 1 △ 1,791 △ 1,738 0.0 0 △ 1,791 △ 1,722

2 H32 1.0816 2 △ 1,791 △ 1,738 0.0 0 △ 1,791 △ 1,656

3 H33 1.1249 3 △ 1,791 △ 1,738 0.0 0 △ 1,791 △ 1,592

4 H34 1.1699 4 △ 1,791 △ 1,738 0.0 0 △ 1,791 △ 1,531

5 H35 1.2167 5 △ 1,791 △ 1,738 0.0 0 △ 1,791 △ 1,472

6 H36 1.2653 6 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 2,789

7 H37 1.3159 7 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 2,682

8 H38 1.3686 8 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 2,579

9 H39 1.4233 9 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 2,479

10 H40 1.4802 10 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 2,384

11 H41 1.5395 11 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 2,292

12 H42 1.6010 12 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 2,204

13 H43 1.6651 13 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 2,119

14 H44 1.7317 14 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 2,038

15 H45 1.8009 15 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,960

16 H46 1.8730 16 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,884

17 H47 1.9479 17 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,812

18 H48 2.0258 18 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,742

19 H49 2.1068 19 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,675

20 H50 2.1911 20 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,611

21 H51 2.2788 21 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,549

22 H52 2.3699 22 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,489

23 H53 2.4647 23 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,432

24 H54 2.5633 24 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,377

25 H55 2.6658 25 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,324

26 H56 2.7725 26 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,273

27 H57 2.8834 27 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,224

28 H58 2.9987 28 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,177

29 H59 3.1187 29 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,132

30 H60 3.2434 30 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,088

31 H61 3.3731 31 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,046

32 H62 3.5081 32 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 1,006

33 H63 3.6484 33 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 967

34 H64 3.7943 34 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 930

35 H65 3.9461 35 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 894

36 H66 4.1039 36 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 860

37 H67 4.2681 37 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 827

38 H68 4.4388 38 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 795

39 H69 4.6164 39 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 764

40 H70 4.8010 40 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 735

41 H71 4.9931 41 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 707

42 H72 5.1928 42 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 680

43 H73 5.4005 43 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 653

44 H74 5.6165 44 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 628

45 H75 5.8412 45 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 604

46 H76 6.0748 46 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 581

47 H77 6.3178 47 △ 1,791 △ 1,738 100.0 △ 1,738 △ 3,529 △ 559

合計（総便益額） △ 66,524

※経過年は評価年からの年数。

評価
期間

年度

経
過
年

維持管理費節減効果

新設及び機能向上分
計

(１＋割

引率)ｔ

に係る効果



（４）総便益額算出表－4

（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

0.04 ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 H30 1.0000 0 評価年

1 H31 1.0400 1 24,417 15,880 0.0 0 24,417 23,478

2 H32 1.0816 2 24,417 15,880 0.0 0 24,417 22,575

3 H33 1.1249 3 24,417 15,880 0.0 0 24,417 21,706

4 H34 1.1699 4 24,417 15,880 0.0 0 24,417 20,871

5 H35 1.2167 5 24,417 15,880 0.0 0 24,417 20,068

6 H36 1.2653 6 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 31,848

7 H37 1.3159 7 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 30,623

8 H38 1.3686 8 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 29,444

9 H39 1.4233 9 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 28,312

10 H40 1.4802 10 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 27,224

11 H41 1.5395 11 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 26,175

12 H42 1.6010 12 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 25,170

13 H43 1.6651 13 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 24,201

14 H44 1.7317 14 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 23,270

15 H45 1.8009 15 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 22,376

16 H46 1.8730 16 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 21,515

17 H47 1.9479 17 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 20,687

18 H48 2.0258 18 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 19,892

19 H49 2.1068 19 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 19,127

20 H50 2.1911 20 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 18,391

21 H51 2.2788 21 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 17,683

22 H52 2.3699 22 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 17,004

23 H53 2.4647 23 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 16,350

24 H54 2.5633 24 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 15,721

25 H55 2.6658 25 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 15,116

26 H56 2.7725 26 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 14,535

27 H57 2.8834 27 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 13,976

28 H58 2.9987 28 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 13,438

29 H59 3.1187 29 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 12,921

30 H60 3.2434 30 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 12,424

31 H61 3.3731 31 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 11,947

32 H62 3.5081 32 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 11,487

33 H63 3.6484 33 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 11,045

34 H64 3.7943 34 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 10,620

35 H65 3.9461 35 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 10,212

36 H66 4.1039 36 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 9,819

37 H67 4.2681 37 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 9,441

38 H68 4.4388 38 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 9,078

39 H69 4.6164 39 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 8,729

40 H70 4.8010 40 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 8,393

41 H71 4.9931 41 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 8,071

42 H72 5.1928 42 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 7,760

43 H73 5.4005 43 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 7,462

44 H74 5.6165 44 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 7,175

45 H75 5.8412 45 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 6,899

46 H76 6.0748 46 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 6,633

47 H77 6.3178 47 24,417 15,880 100.0 15,880 40,297 6,378

合計（総便益額） 777,270

※経過年は評価年からの年数。

評価
期間

年度

経
過
年

災害防止効果（農業関係資産）

新設及び機能向上分
計

(１＋割

引率)ｔ

に係る効果



（４）総便益額算出表－5

（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

0.04 ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 H30 1.0000 0 評価年

1 H31 1.0400 1 12,693 6,116 0.0 0 12,693 12,205

2 H32 1.0816 2 12,693 6,116 0.0 0 12,693 11,735

3 H33 1.1249 3 12,693 6,116 0.0 0 12,693 11,284

4 H34 1.1699 4 12,693 6,116 0.0 0 12,693 10,850

5 H35 1.2167 5 12,693 6,116 0.0 0 12,693 10,432

6 H36 1.2653 6 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 14,865

7 H37 1.3159 7 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 14,294

8 H38 1.3686 8 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 13,743

9 H39 1.4233 9 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 13,215

10 H40 1.4802 10 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 12,707

11 H41 1.5395 11 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 12,218

12 H42 1.6010 12 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 11,748

13 H43 1.6651 13 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 11,296

14 H44 1.7317 14 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 10,862

15 H45 1.8009 15 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 10,444

16 H46 1.8730 16 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 10,042

17 H47 1.9479 17 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 9,656

18 H48 2.0258 18 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 9,285

19 H49 2.1068 19 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 8,928

20 H50 2.1911 20 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 8,584

21 H51 2.2788 21 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 8,254

22 H52 2.3699 22 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 7,937

23 H53 2.4647 23 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 7,631

24 H54 2.5633 24 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 7,338

25 H55 2.6658 25 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 7,056

26 H56 2.7725 26 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 6,784

27 H57 2.8834 27 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 6,523

28 H58 2.9987 28 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 6,272

29 H59 3.1187 29 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 6,031

30 H60 3.2434 30 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 5,799

31 H61 3.3731 31 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 5,576

32 H62 3.5081 32 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 5,362

33 H63 3.6484 33 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 5,155

34 H64 3.7943 34 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 4,957

35 H65 3.9461 35 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 4,766

36 H66 4.1039 36 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 4,583

37 H67 4.2681 37 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 4,407

38 H68 4.4388 38 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 4,237

39 H69 4.6164 39 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 4,074

40 H70 4.8010 40 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 3,918

41 H71 4.9931 41 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 3,767

42 H72 5.1928 42 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 3,622

43 H73 5.4005 43 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 3,483

44 H74 5.6165 44 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 3,349

45 H75 5.8412 45 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 3,220

46 H76 6.0748 46 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 3,096

47 H77 6.3178 47 12,693 6,116 100.0 6,116 18,809 2,977

合計（総便益額） 368,577

※経過年は評価年からの年数。

評価
期間

年度

経
過
年

災害防止効果（公共資産）

新設及び機能向上分
計

(１＋割

引率)ｔ

に係る効果



（４）総便益額算出表－6

（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

0.04 ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 H30 1.0000 0 評価年

1 H31 1.0400 1 16,379 3,766 0.0 0 16,379 15,749

2 H32 1.0816 2 16,379 3,766 0.0 0 16,379 15,143

3 H33 1.1249 3 16,379 3,766 0.0 0 16,379 14,560

4 H34 1.1699 4 16,379 3,766 0.0 0 16,379 14,000

5 H35 1.2167 5 16,379 3,766 0.0 0 16,379 13,462

6 H36 1.2653 6 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 15,921

7 H37 1.3159 7 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 15,309

8 H38 1.3686 8 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 14,719

9 H39 1.4233 9 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 14,154

10 H40 1.4802 10 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 13,610

11 H41 1.5395 11 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 13,085

12 H42 1.6010 12 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 12,583

13 H43 1.6651 13 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 12,098

14 H44 1.7317 14 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 11,633

15 H45 1.8009 15 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 11,186

16 H46 1.8730 16 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 10,755

17 H47 1.9479 17 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 10,342

18 H48 2.0258 18 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 9,944

19 H49 2.1068 19 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 9,562

20 H50 2.1911 20 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 9,194

21 H51 2.2788 21 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 8,840

22 H52 2.3699 22 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 8,500

23 H53 2.4647 23 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 8,173

24 H54 2.5633 24 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 7,859

25 H55 2.6658 25 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 7,557

26 H56 2.7725 26 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 7,266

27 H57 2.8834 27 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 6,987

28 H58 2.9987 28 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 6,718

29 H59 3.1187 29 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 6,459

30 H60 3.2434 30 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 6,211

31 H61 3.3731 31 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 5,972

32 H62 3.5081 32 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 5,742

33 H63 3.6484 33 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 5,522

34 H64 3.7943 34 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 5,309

35 H65 3.9461 35 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 5,105

36 H66 4.1039 36 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 4,909

37 H67 4.2681 37 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 4,720

38 H68 4.4388 38 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 4,538

39 H69 4.6164 39 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 4,364

40 H70 4.8010 40 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 4,196

41 H71 4.9931 41 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 4,035

42 H72 5.1928 42 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 3,879

43 H73 5.4005 43 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 3,730

44 H74 5.6165 44 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 3,587

45 H75 5.8412 45 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 3,449

46 H76 6.0748 46 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 3,316

47 H77 6.3178 47 16,379 3,766 100.0 3,766 20,145 3,189

合計（総便益額） 407,141

災害防止効果合計 1,552,988

評価
期間

年度

経
過
年

災害防止効果（一般資産）

新設及び機能向上分
計

(１＋割

引率)ｔ

に係る効果



（４）総便益額算出表－7

（単位：千円、％）

割引率 更 新 分 に

係 る 効 果 備考

年 効 果 額 年 効 果 額 効果発生 年 発 生 年 効 果 額 同 左

割 合 効 果 額 割 引 後

① (t) （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （千円）

0.04 ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥＝②＋⑤ ⑦＝⑥÷①

0 H30 1.0000 0 評価年

1 H31 1.0400 1 182 145 0.0 0 182 175

2 H32 1.0816 2 182 145 0.0 0 182 168

3 H33 1.1249 3 182 145 0.0 0 182 162

4 H34 1.1699 4 182 145 0.0 0 182 156

5 H35 1.2167 5 182 145 0.0 0 182 150

6 H36 1.2653 6 182 145 100.0 145 327 258

7 H37 1.3159 7 182 145 100.0 145 327 248

8 H38 1.3686 8 182 145 100.0 145 327 239

9 H39 1.4233 9 182 145 100.0 145 327 230

10 H40 1.4802 10 182 145 100.0 145 327 221

11 H41 1.5395 11 182 145 100.0 145 327 212

12 H42 1.6010 12 182 145 100.0 145 327 204

13 H43 1.6651 13 182 145 100.0 145 327 196

14 H44 1.7317 14 182 145 100.0 145 327 189

15 H45 1.8009 15 182 145 100.0 145 327 182

16 H46 1.8730 16 182 145 100.0 145 327 175

17 H47 1.9479 17 182 145 100.0 145 327 168

18 H48 2.0258 18 182 145 100.0 145 327 161

19 H49 2.1068 19 182 145 100.0 145 327 155

20 H50 2.1911 20 182 145 100.0 145 327 149

21 H51 2.2788 21 182 145 100.0 145 327 143

22 H52 2.3699 22 182 145 100.0 145 327 138

23 H53 2.4647 23 182 145 100.0 145 327 133

24 H54 2.5633 24 182 145 100.0 145 327 128

25 H55 2.6658 25 182 145 100.0 145 327 123

26 H56 2.7725 26 182 145 100.0 145 327 118

27 H57 2.8834 27 182 145 100.0 145 327 113

28 H58 2.9987 28 182 145 100.0 145 327 109

29 H59 3.1187 29 182 145 100.0 145 327 105

30 H60 3.2434 30 182 145 100.0 145 327 101

31 H61 3.3731 31 182 145 100.0 145 327 97

32 H62 3.5081 32 182 145 100.0 145 327 93

33 H63 3.6484 33 182 145 100.0 145 327 90

34 H64 3.7943 34 182 145 100.0 145 327 86

35 H65 3.9461 35 182 145 100.0 145 327 83

36 H66 4.1039 36 182 145 100.0 145 327 80

37 H67 4.2681 37 182 145 100.0 145 327 77

38 H68 4.4388 38 182 145 100.0 145 327 74

39 H69 4.6164 39 182 145 100.0 145 327 71

40 H70 4.8010 40 182 145 100.0 145 327 68

41 H71 4.9931 41 182 145 100.0 145 327 65

42 H72 5.1928 42 182 145 100.0 145 327 63

43 H73 5.4005 43 182 145 100.0 145 327 61

44 H74 5.6165 44 182 145 100.0 145 327 58

45 H75 5.8412 45 182 145 100.0 145 327 56

46 H76 6.0748 46 182 145 100.0 145 327 54

47 H77 6.3178 47 182 145 100.0 145 327 52

合計（総便益額） 6,237

※経過年は評価年からの年数。

評価
期間

年度

経
過
年

国内農産物安定供給効果

新設及び機能向上分
計

(１＋割

引率)ｔ

に係る効果



３．効果額の算定方法

（1）作物生産効果

○効果の考え方

○対象作物
　水稲、小麦、きゅうり、ミニトマト、オクラ

○年効果額算定式

　年効果額＝単収増加年効果額
※１ 

＋ 作付増減年効果額
※２

　※１　単収増加年効果額 ＝ 作付面積 × （事業ありせば単収－事業なかりせば単収）
×単価×単収増加の純益率

　※２　作付増減年効果額 ＝ （事業ありせば作付面積 － 事業なかりせば作付面積）
×単収 × 単価 × 作付増減の純益率

○年効果額の算定

新設 効果要因 生産物 増 加 年効果額

・ 単 価 粗 収 益

更新 ③＝

① ② ①×②÷100 ④ ⑤＝③×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥

ha ha ha kg/10a kg/10a kg/10a t 千円/t 千円 % 千円

更新 50.4 50.4 50.4 単収増（水害防止） 517 519 2 1.0 197 197 77 152

新設 50.4 単収増（水害防止） 519 519 0 0.0 197 0 77 0

更新 6.4 6.4 6.4 単収増（水害防止） 238 257 19 1.2 36 43 61 26

新設 6.4 単収増（水害防止） 257 293 36 2.3 36 83 61 51

更新 0.6 0.6 0.6 単収増（水害防止） 4,042 4,292 250 1.5 249 374 81 303

新設 0.6 単収増（水害防止） 4,292 4,592 300 1.8 249 448 81 363

更新 2.3 2.3 2.3 単収増（水害防止） 10,415 10,511 96 2.2 422 928 81 752

新設 2.3 単収増（水害防止） 10,511 10,559 48 1.1 422 464 81 376

更新 0.1 0.1 0.1 単収増（水害防止） 3,300 3,500 200 0.2 497 99 81 80

新設 0.1 単収増（水害防止） 3,500 3,800 300 0.3 497 149 81 121

小麦 更新 28.7 28.7 28.7 単収増（水害防止） 238 257 19 5.5 36 198  61 121

（裏） 新設 28.7 単収増（水害防止） 257 293 36 10.3 36 371  61 226

水田計 更新 88.5 88.5 1,839 1,434

新設 1,515 1,137

1,515 1,434

1,839 1,137

3,354 2,571

効 果
算 定
対 象
単 収

きゅう
り

新設

純
益
率作物名

作付面積

計画

小麦

水稲

合計

効果発
生面積

事　　業
ありせば
単　　収

生　産
増減量

現況

　事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の作物
生産量の比較により年効果額を算定した。

単　　収

オクラ

ミニト
マト

更新

事　業
なかり
せ　ば
単　収



【新設】

【更新】

【共通】

・作付面積

「事業ありせば単収」は現況単収であり、農林水産統計等による最近５
か年の平均単収により算定した。

・単　　収 :「事業なかりせば単収」は排水機能の喪失時の単収であり、現況単収か
ら被害防止量を減じて算定した。

：経済効果算定に必要な諸係数通知による標準値等を用いた。・純　益　率

・作付面積

　事業を実施した場合、農用地や水利条件の改良等が図られることから、減産防止（水害
防止）、既存の施設が更新されることに伴う生産維持に係る作物生産量の増減効果を見込
むものとした。

：農業物価統計等による最近５か年の販売価格に消費者物価指数を反映
した価格を用いた。

・単　　収

:現況施設のもとで作物生産量が維持される面積であり、「現況作付面
積」は関係市(町村)の作付実績に基づき決定し、「計画作付面積」は現
況＝計画とした。

・生産物単価

「効果算定対象単収」は事業ありせば単収と事業なかりせば単収の差である。

「事業ありせば単収」は計画単収であり、現況単収に被害防止量を考慮
して算定した。

:「事業なかりせば単収」は現況単収であり、農林水産統計等による最近
５か年の平均単収により算定した。

「計画作付面積」は、県、関係市(町村)の農業振興計画や関係者の意向
を踏まえ決定した。

:「現況作付面積」は、関係市(町村)の作付実績に基づき決定した。



（2）営農経費節減効果

○効果の考え方

○対象作物
水稲、小麦、きゅうり、オクラ、ミニトマト

○効果算定式
年効果額＝（事業なかりせば単位面積当り営農経費－事業ありせば単位面積当り営農経費）

×効果発生面積

○年効果額の算定
（排水改良：機械利用効率の向上による経費の節減）

ha当たり 年効果額

経費節減額

現況 計画 事業なかりせば 事業ありせば
（事業なかりせば） （事業ありせば） 営農経費 営農経費

① ② ③ ④ ⑥

円 円 円 円 円 ha 千円

140,106    100,360    39,746 50.4 2,003

63,880 189,075    138,700    114,255 35.1 4,010

63,880 2,524,075  1,952,032  635,923 0.6 382

63,880 2,524,075  1,952,032  635,923 0.1 64

63,880 6,150,274  4,410,955  1,803,199 2.3 4,146

- 42,000     3,000      39,000 63.7 2,484

2,434

10,655

13,089

【新設】

【更新】

⑤＝
（①-②）＋
(③-④）

効　果
発　生
面　積作　物　名

（ほ場管理）
・事業なかりせば営農経費(③)
・事業ありせば営農経費(④)

水稲

小麦

きゅうり

　事業を実施した場合（事業ありせば）と事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）
の労働費、機械経費、その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減から
年効果額を算定した。

合　　計

ha当たり営農経費

新　　設 更　　新

新　　設

⑦＝⑤×⑥

ミニトマト

オクラ

ほ場管理

更　　新

・事業なかりせば営農経費(①) ：農家への聞き取り資料等を元に、事業なかりせば必要となる現況の排
水対策作業の経費を算定した。

（排水改良）
・事業なかりせば営農経費(③)
・事業ありせば営農経費(④)

：機械化による計画営農労力節減効果標準値及び基礎資料 九州農政局
計画部 昭和60年７月に基づき算定した。

：農家への聞き取り資料等を基に、事業なかりせば想定される水管理作
業にかかる経費を考慮して算定した。
：事業なかりせばの営農経費に1/20年の超過確率を乗じて算定した。



（3）維持管理費節減効果

○効果の考え方

○対象施設
排水機場

○効果算定式
年効果額＝事業なかりせば維持管理費－事業ありせば維持管理費

○年効果額の算定

年効果額

③＝①－②
千円

△ 1,738

△ 1,791

△ 3,529

【新設】

【更新】

①

事業なかりせば
維持管理費

：現況施設の維持管理費に基づき算定した。

：現況施設の維持管理費を基に、施設の機能を失った場
合に想定される安全管理等に最低限必要な維持管理費を
算定した。

：現況施設の維持管理費を基に、本事業の実施により見
込まれる維持管理費の増減を考慮し算定した。

：現況施設の維持管理費に基づき算定した。

千円

3,534

5

1,796

千円

・事業ありせば維持管理費（②）

合　　計

更新整備

新設整備

区　　分

・事業ありせば維持管理費（②）

・事業なかりせば維持管理費（①）

※本事業の実施により節減が見込まれる維持管理費は、新設整備区分の年効果額 △1,738千円。
     ≪算定式≫ 新設整備区分「①－②」＝ 1,796千円－ 3,534千円 ＝△1,738千円（節減額）

　事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較
し、維持管理費の増減をもって年効果額を算定した。

1,796

・事業なかりせば維持管理費（①）

②

事業ありせば
維持管理費



（4）災害防止効果

○効果の考え方

○対象資産
農作物、農地、農業用施設、農漁家、公共土木施設、一般資産

○効果算定式
年効果額 ＝ 事業なかりせば年被害（想定）額 － 事業ありせば年被害（想定）額

○年効果額の算定

事業なかり
せば年被害
額

現況
年被害額

事業ありせ
ば年被害額

年効果額
(更新分)

年効果額(新
設･機能向上

分)

年効果額
合　計

① ② ③ ④=①-② ⑤=②-③ ⑥=④+⑤
千円 千円 千円 千円 千円 千円

43,798 19,381 3,501 24,417 15,880 40,297

503 172 122 331 50 381

9,567 3,570 680 5,997 2,890 8,887

21,631 8,073 1,538 13,558 6,535 20,093

12,097 7,566 1,161 4,531 6,405 10,936

20,249 7,556 1,440 12,693 6,116 18,809

20,249 7,556 1,440 12,693 6,116 18,809

21,374 4,995 1,229 16,379 3,766 20,145

20,777 4,701 1,177 16,076 3,524 19,600

597 294 52 303 242 545

25,762 25,762

53,489 53,489

79,251

②農地被害＝（⑥直接一般資産＋④農漁家被害）×29.1%

③農業用施設被害＝（⑥直接一般資産＋④農漁家被害）×65.8%
⑤農業用施設被害＝（⑥直接一般資産＋④農漁家被害）×61.6%
「治水経済調査マニュアル（案）平成17年４月　　P49～P55」　

農 地 被 害

農業用 施設 被害

農 漁 家 被 害

　事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較
し、災害（洪水等）の発生に伴う農作物等の被害が防止又は軽減される効果を算定した。

対象資産項目

農 業 関 係 資 産

農 作 物 被 害

公 共 資 産

公共土木施設被害

一 般 資 産

⑥ 直 接 被 害

新　　設

･事業ありせば年被害額(③)

間接（応急対策）

：事業を実施した場合に被害の防止又は軽減が図られる区域にお
ける資産を対象に湛水シミュレーションにより事業ありせば想定
される年被害額を推定した。

更　　新

合　　計

･事業なかりせば年被害額(①) ：事業を実施した場合に被害の防止又は軽減が図られる区域にお
ける資産を対象に湛水シミュレーションにより事業なかりせば想
定される年被害額を推定した。

･現　況　年　被　害　額(②) ：事業を実施した場合に被害の防止又は軽減が図られる区域にお
ける資産を対象に湛水シミュレーションにより現況で想定される
年被害額を推定した。



（5）その他の効果（国産農産物安定供給効果）

○効果の考え方

○対象作物
水稲、小麦、きゅうり、ミニトマト、オクラ

○効果算定式
年効果額 ＝ 年増加粗収益額 × 単位食料生産額当たり効果額

○年効果額の算定

増加粗収益額
単位食料生産額
当たり効果額

（効果額/食料生産額）

当該土地改良事業
における効果額

① ② ③＝①×②
千円 円／千円 千円

1,493 97 145

1,874 97 182

327合　　計

・増加粗収益額(①) ：作物生産効果の算定過程で整理した作物生産量を基に、事業ありせ
ば増加粗収益額及び事業なかりせば増加粗収益額を整理した。

・単位食料生産額
　当たり効果額(②)

：年効果額の算定に用いる単位食料生産額当たり効果額は一般国民に
対し国産農産物の安定供給についてWTPを尋ねるCVMにより、97円/千円
（原単位）とした。

　国産農産物の安定供給に対して国民が感じる安心感の効果であるため、一般国民に対し
てWTP（Willingness To Pay：支払意志額）を尋ねることで、その価値を直接的に評価する
手法であるCVM（Contingent Valuation Method：仮想市場法）により年効果額を算定し
た。

効果名

新設整備

更新整備



４．評価に使用した資料

【共通】
・

・

・

・

【費用】
・

【便益】
・

・

・

・

・

農林水産省農村振興局整備部（監修）「[改訂版]新たな土地改良の効果算定マニュアル」大
成出版社（平成27年９月５日第２版第１刷発行）

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日付け農林水産省
農村振興局企画部長通知（平成30年３月28日一部改正））

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（平成30年３月28日付け農林水産
省農村振興局整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

「国産農産物安定供給効果」について（平成27年３月27日付け農村振興局整備部長通知）

費用算定に必要な各種諸元については、熊本県農林水産部農地整備課調べ（平成30年度）

農林水産省九州農政局「第60～64次熊本県農林水産統計年報」

機械化による計画営農労力節減効果標準値及び基礎資料 九州農政局計画部（昭和60年７
月）

国土交通省河川局「治水経済調査マニュアル（案）」（平成17年４月）

国土交通省水管理・国土保全局「各種資産評価単価及びデフレーター」（平成30年２月改
正）

効果算定に必要な各種諸元については、熊本県農林水産部農地整備課調べ（平成30年度）
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